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(57)【要約】
　空港周辺の航空機進入又は離陸コリドーと関連付けら
れたアパーチャ内の航空機によって引き起こされた後方
乱気流を含む大気乱流及び／又はウィンドシアを検出す
る方法が開示される。この方法は、パルス圧縮に適した
波形を有する音響信号をアパーチャ内に送信し、大気乱
流及び／又はウィンドシアからの音響信号の後方散乱音
響エコーを受信する。方法は、更に、整合フィルタ受信
機内で音響エコーを処理して大気乱流の大きさを提供し
、航空機によって引き起こされた後方乱気流及び／又は
ウィンドシアが少なくともアパーチャ内において設定閾
値より低下するのにかかる時間である航空機によって引
き起こされた消滅時間を識別する。空港周辺の航空機進
入又は離陸コリドーと関連付けられた航空機によって引
き起こされた後方乱気流を含む大気乱流及び／又はウィ
ンドシアを検出するシステムも開示される。
【選択図】図１０
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　空港周辺の航空機進入又は離陸コリドーと関連付けられたアパーチャ内の航空機によっ
て引き起こされた後方乱気流を含む大気乱流及び／又はウィンドシアを検出する方法であ
って、
　パルス圧縮に適した波形を有する音響信号を前記アパーチャ内に送信する段階と、
　前記大気乱流及び／又はウィンドシアからの音響信号の後方散乱音響エコーを受信する
段階と、
　音響エコーを整合フィルタ受信機内で処理して前記大気乱流の測定を行う段階と、
　前記航空機によって引き起こされた後方乱気流を識別して、前記航空機によって引き起
こされた後方乱気流及び／又はウィンドシアが少なくとも前記アパーチャ内において設定
閾値より低くなるのにかかる時間である消滅時間を決定する段階と、を含む方法。
【請求項２】
　前記音響信号が、少なくとも１ｋＨｚ／秒の周波数変動率を有するチャープを含む、請
求項１に記載の方法。
【請求項３】
　複数の前記音響信号が、複数の送信機アンテナによって送信される、請求項１又は２に
記載の方法。
【請求項４】
　前記複数の送信機アンテナが、実質的に前記航空機進入又は離陸コリドーを横切って配
置される、請求項３に記載の方法。
【請求項５】
　前記複数の音響信号が、実質的に同じ周波数で送信され、正及び負チャープを有する、
請求項３又は４に記載の方法。
【請求項６】
　前記複数の音響信号が、異なる周波数で送信され、正及び負チャープを有する、請求項
３又は４に記載の方法。
【請求項７】
　前記後方散乱音響エコーが、複数の受信機アンテナによって受信される、請求項１～６
のいずれか一項に記載の方法。
【請求項８】
　前記複数の送信機アンテナが、実質的に前記航空機進入又は離陸コリドーを横切って配
置される、請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　前記処理する段階が、前記整合フィルタ受信機をエミュレートして前記複数の受信機ア
ンテナによって受信された前記後方散乱音響エコーの大きさを決定する段階を含み、前記
大きさが、前記アパーチャ内の前記乱気流及び／又はウィンドシアのレベルを示す、請求
項７又は８に記載の方法。
【請求項１０】
　前記識別する段階が、航空機によって引き起こされた後方乱気流と、航空機によって引
き起こされた後方乱気流以外のバックグラウンド大気乱流とを区別する段階を含む、請求
項１～９のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１１】
　各受信機アンテナからの振幅を比較して、前記乱気流及び／又はウィンドシアの水平位
置を確定する段階を含む、請求項９又は１０のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１２】
　前記消滅時間が、実質的に航空機進入又は離陸コリドー全体に沿って計算される、請求
項１～１１のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１３】
　ウィンドプロファイルから推定乱流消滅時間を導出し、前記推定消滅時間プロファイル



(3) JP 2017-516090 A 2017.6.15

10

20

30

40

50

を、１個以上のアパーチャで得られた実際の乱流消滅時間で補正する段階を含む、請求項
１～１２のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１４】
　前記補正する段階が、１個又は複数のアパーチャから得られた前記実際の消滅時間を測
定されたウィンドプロファイルと共に使用して前記航空機進入又は離陸コリドーに沿って
補間を適用し、前記航空機進入又は離陸コリドーに沿った実際の航空機後方乱流消滅時間
を得ることによって行われる、請求項１３に記載の方法。
【請求項１５】
　前記閾値は、後続航空機が前記アパーチャを通過することが比較的安全であるように設
定される、請求項１～１４のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１６】
　前記消滅時間に安全マージンを加えて航空機間隔時間を得る、請求項１～１５のいずれ
か一項に記載の方法。
【請求項１７】
　空港周辺の航空機進入又は離陸コリドーと関連付けられたアパーチャ内の航空機によっ
て引き起こされた後方乱気流を含む大気乱流及び／又はウィンドシアを検出するシステム
であって、
　パルス圧縮に適した波形を有する音響信号を前記アパーチャ内に送信する少なくとも１
個の送信機アンテナと、
　前記大気乱流及び／又はウィンドシアからの音響信号の後方散乱音響エコーを受信する
少なくとも１個の受信機アンテナと、
　前記音響エコーを処理して前記大気乱流の測定を行う整合フィルタ受信機と、
　前記航空機によって引き起こされた後方乱気流を識別して、前記航空機によって引き起
こされた後方乱気流及び／又はウィンドシアが少なくとも前記アパーチャ内の設定閾値よ
り低くなるのにかかる時間である消滅時間を決定する手段と、を含むシステム。
【請求項１８】
　前記音響信号が、少なくとも１ｋＨｚ／秒の周波数変動率のチャープを含む、請求項１
７に記載のシステム。
【請求項１９】
　複数の前記音響信号を送信する複数の送信機アンテナを備える、請求項１７又は１８に
記載のシステム。
【請求項２０】
　前記複数の送信機アンテナが、実質的に前記航空機進入又は離陸コリドーを横切って配
置される、請求項１９に記載のシステム。
【請求項２１】
　前記複数の音響信号が、実質的に同じ周波数で送信され、正及び負チャープを有する、
請求項１９又は２０に記載のシステム。
【請求項２２】
　前記複数の音響信号が、異なる周波数で送信され、正及び負チャープを有する、請求項
１９又は２０に記載のシステム。
【請求項２３】
　前記後方散乱音響エコーを受信する複数の受信機アンテナを備える、請求項１７～２２
のいずれか一項に記載のシステム。
【請求項２４】
　前記複数の受信機アンテナが、実質的に前記航空機進入又は離陸コリドーを横切って配
置される、請求項２３に記載のシステム。
【請求項２５】
　前記処理する手段が、前記整合フィルタ受信機をエミュレートして前記複数の受信機ア
ンテナによって受信された前記後方散乱音響エコーの大きさを決定するアルゴリズムを含
み、前記大きさが、前記アパーチャ内の前記乱気流及び／又はウィンドシアのレベルを示



(4) JP 2017-516090 A 2017.6.15

10

20

30

40

50

す、請求項２３又は２４に記載のシステム。
【請求項２６】
　前記識別する手段が、航空機によって引き起こされた後方乱気流と、前記航空機によっ
て引き起こされた後方乱気流以外のバックグラウンド大気乱流とを区別するアルゴリズム
を含む、請求項１７～２５のいずれか一項に記載のシステム。
【請求項２７】
　前記アルゴリズムが、各受信機アンテナからの振幅を比較して前記乱気流及び／又はウ
ィンドシアの水平位置を確定する手段を備える、請求項２５又は２６に記載のシステム。
【請求項２８】
　前記消滅時間が、実質的に航空機進入又は離陸コリドー全体に沿って計算される、請求
項１７～２７のいずれか一項に記載の方法。
【請求項２９】
　前記処理する手段は、ウィンドプロファイルから推定乱流消滅時間を導出し、前記推定
消滅時間プロファイルを、１個以上のアパーチャで得られた実際の乱流消滅時間で補正す
る手段を備える、請求項１７～２８のいずれか一項に記載のシステム。
【請求項３０】
　前記アルゴリズムは、１個又は複数のアパーチャから得られた前記実際の消滅時間を、
測定したウィンドプロファイルと共に使用して前記航空機進入又は離陸コリドーに沿って
補間を適用することで前記補正段階を実行して、前記航空機進入又は離陸コリドーに沿っ
た実際の航空機後方乱流消滅時間を得る、請求項２９に記載のシステム。
【請求項３１】
　前記閾値は、後続航空機が前記アパーチャ内を通過することが比較的安全であるように
設定される、請求項１７～３０のいずれか一項に記載のシステム。
【請求項３２】
　前記消滅時間に安全マージンを加えて航空機間隔時間を得る、請求項１７～３１のいず
れか一項に記載のシステム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、大気探測で使用されるＳＯＤＡＲシステムの分野、特に、空港周辺の航空機
進入又は離陸コリドー内で航空機によって引き起こされた後方乱気流及び/又はウィンド
シアを検出する方法及びシステムに関する。方法及びシステムは、航空機によって引き起
こされた後方乱気流及び/又はウィンドシアを実時間で検出することができ、また乱気流
の消滅までの時間を測定することができる。
【背景技術】
【０００２】
　航空機によって引き起こされた後方渦及び関連する乱気流を検出する必要性は、十分に
確認されており、ＳＥＳＡＲと呼ばれる欧州のプログラム（非特許文献１）と、Ｎｅｘｔ
Ｇｅｎと呼ばれる北アメリカの類似のプログラム（非特許文献２）に記載されている。こ
れらの２つのプログラムは、ＩＣＡＯ　ＡＳＢＵ文書（非特許文献３）に要約されている
。これらのプログラムの目的を達成するには、航空機によって引き起された後方乱気流の
位置と強さを実時間でかつ全ての気象条件で検出できる技術及びシステムが必要である。
詳細には、空港の進入又は離陸コリドー内の後方乱気流を検出することができるシステム
が必要であり、空港の進入又は離陸コリドーは、先行航空機からの後方乱気流を受けた後
続航空機が、重大な結果となりうる異常姿勢となる可能性がある危険な領域である。
【０００３】
　航空機からの後流は、揚力を生成するために必要とされる空気の移動のために生じる。
この後流は、幾つかの形態に発展することがあり、それらの形態は全て、後続航空機にと
って潜在的に危険である。後流は、大気状態により２０秒～数分続く渦になることがある
。この渦は、８０～２００ｍ／ｓで回転する約１ｍのコア径を有するコア渦を誘発したり
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、それらがまとまって５～２０ｍ／ｓで回転する最大３０ｍの直径を有する大きいコア渦
になることもある様々な状態を有する可能性がある。渦は常に強い乱気流又はそれに関連
するウィンドシアを有し、渦に遭遇する航空機の飛行を乱す可能性がある。航空機によっ
て引き起こされた後流は、渦段階を経ることなく乱気流に直接発展することがある。従っ
て、進入コリドーの安全性を測定するプロセスは、航空機によって引き起こされた全ての
後流を検出できなければならない。乱気流が常に航空機後流と関連しているので、確実な
仕組みは、後方乱気流を直接検出することである。しかしながら、航空機によって引き起
こされた後流渦を検出するだけでは、後続航空機のための進入コリドーが、先行航空機に
よって誘起又は生成された乱気流に対して安全であることを保証するには十分でないこと
がある。
【０００４】
　航空機によって引き起こされた後流渦を検出する様々な手法は、ＲＡＤＡＲ、ＬＩＤＡ
Ｒ及びＳＯＤＡＲを使用しており、その目的は、後流渦の位置を検出して追跡できるよう
にすることである。また、航空機によって引き起こされた後流渦の強さを測定する幾つか
の試みがあり、その幾つかは成功し幾つか成功していない。それらの取り組みの要約は、
非特許文献４に示されている。
【０００５】
　前述の取り組みでは、ＳＥＳＡＲ、ＮｅｘｔＧｅｎ又はＩＣＡＯ　ＡＳＢＵプログラム
に概説された利点を提供するために運用システムに必要とされるような、航空機によって
引き起こされた全てのタイプの後方乱気流を実時間で且つ全ての気象条件で確実に検出で
きるシステムが得られなかった。
【０００６】
　特許文献１に示された既知の航空機渦システムは、後方渦を検出するために音波の屈折
を使用するが、少数の渦の存在しか検出できない。これは、この技術が、約８０ｍ／ｓを
超える回転速度を有する、航空機によって引き起こされた１対の渦の一方しか検出できず
（非特許文献５）、その結果、やはり存在する航空機後流と関連したもっと低速の渦や乱
気流を検出できないことによって起こる。特許文献１のシステムは、航空機によって引き
起こされた後流渦及び／又は乱気流の確実な指示を提供しないことがある。
【０００７】
　特許文献１にも概説された既知の音響風センサは、走査受信機ビームを使用して単一送
信機のビーム内にある渦しか検出できないという制限を有し、従って、検出の確率が運用
システムに必要とされるよりも低い。類似のシステムは、非特許文献６に概説されており
、この文献には、航空機後流渦を検出するパルス化及びＣＷ音響システムの両方が記載さ
れている。詳細には、図３－３４は、後方散乱パルス化、前方散乱パルス化及び前方散乱
ＣＷシステムを示す。図４－１には、前方散乱ＣＷシステムの絵図が示されている。ＣＷ
システムには本質的にレンジ情報がないが、レンジは、送信機及び／又は受信機ビームを
掃引することによって得ることができる。
【０００８】
　特許文献２と特許文献３に示されたチャープ式ＳＯＤＡＲを使用して後流渦を検出する
これまでの試みは、渦のコアによるパルス圧縮波形（チャープ）を有する音響信号の屈折
からなっていた。このシステムは、渦コアが８０ｍ／ｓを超える速度で回転する場合は渦
高さの正確な測定値を提供したが、８０ｍ／ｓ未満で回転する渦又は航空機後方乱気流と
関連した乱気流を確実に検出できなかった。何故なら、後方散乱信号対雑音比が低すぎて
検出できず、また航空機によって引き起こされた全ての後方乱気流の強さ又は減衰時間に
関する信頼性の高い情報を得ることができなかったためである。飛行経路内の全ての航空
機関連乱気流の検出が不十分なのは、単一の送信機アンテナが、アンテナの上の領域を部
分的にしか十分な送信信号で照射しないためでる。十分な送信信号とは、必要な信号対雑
音比と有用な「合成アパーチャ」を提供するための飛行経路のカバー幅を得るのに十分な
送信信号である。従って、特許文献２は、飛行経路が後続航空機にとって安全かどうか決
定するのに必要な「合成アパーチャ」内の全ての航空機誘起後流渦を検出できない。
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【０００９】
　特許文献４、特許文献５、及び特許文献６に開示されたチャープ式ＳＯＤＡＲは、従来
の短パルスＳＯＤＡＲより４５ｄＢ高い利得、また他の先行技術に開示されたチャープＳ
ＯＤＡＲシステムより２５ｄＢ高い利得を有する。後者のシステムは、各振幅測定値をチ
ャープＳＯＤＡＲの更新レートで独立に使用して後方乱気流測定値を提供する。後者のシ
ステムは、比較的高いチャープレート（例えば、少なくとも１０００Ｈｚ／秒）のチャー
プ信号形式を使用し、整合フィルタ受信機内でＩＩＲウィンドウ線形位相フィルタを使用
し、且つ改良されたアンテナ設計を使用することによって先行技術を改良する。チャープ
音響信号は、パルス圧縮又は整合フィルタ受信機で使用するのに適することが分かってい
る波形クラスに属する。パルス圧縮波形と整合フィルタの好適な紹介は、非特許文献７に
示されている。
【００１０】
　改良されたアンテナ設計は、分離を最大にする内部吸音材を有する二重側壁、並びに比
較的低いサイドローブを有するオフセット給電アンテナを備える。アンテナ設計は、また
、最大１３５ｄＢａのサウンドレベルを送信することを可能にする比較的高効率の圧縮ド
ライバを有する。これにより、チャープＳＯＤＡＲは、平均化なしに実質的に全てのタイ
プの大気乱流を実時間で測定することができ、これは、どのＳＯＤＡＲ、ＬＩＤＡＲ又は
ＲＡＤＡＲシステムもこれまで利用できなかった機能である。乱気流の測定は、小規模な
温度不連続性及び／又は大気の変動によって音響エネルギーが後方散乱されたときに達成
されうる。
【００１１】
　到着と離陸に安全な航空機アパーチャについては、以前に非特許文献８で検討されてい
る。後者の参考文献に開示されたアパーチャは、モデル化された後流渦が航空機コリドー
に関してどのように描かれうるかを示す文脈でのものであるが、その概念を後方乱気流の
実時間測定に適用することやそのような実時間測定システムを実現する方法については提
案されていない。例えば、特許文献２は、「合成アパーチャ」を開示すが、非合成アパー
チャを有するシステムを構築する方法を開示していない。
【００１２】
　航空機後流渦の位置と消滅時間を推測する後流渦挙動モデリングに基づく予測システム
を作成するために、過去３０年に亘って多くの試みがなされてきた。しかしながら、航空
機産業界の幾つかの部門は、渦の実時間測定の代わりの予測／推論的情報の実行可能性を
疑問視してきた。従って、本出願人が知る限り、進入又は離陸コリドー内の安全な航空機
間隔を得るために、アパーチャ内の航空機後方乱気流を実時間で測定する方法を示す既知
の音響パルス圧縮システムはない。
【００１３】
　本明細書で使用される用語「乱気流」は、速度及び／又は方向が変化する風で特徴付け
られる小規模で不規則な空気の動きを示す。乱気流は、大気を混合し攪拌し、水蒸気、煙
及び他の物質並びにエネルギーを、垂直方向と水平方向両方に分散させるので重要である
。
【００１４】
　本明細書で使用される用語「アパーチャ」は、空港近くの進入又は離陸コリドーに沿っ
たスライス又は断面を示す。アパーチャは、航空機が乱気流を生成又は誘起する範囲内で
且つ先行航空機が後方乱気流を引き起こした後で後続航空機が通る領域を有する。また、
用語「アパーチャ」は、進入及び離陸コリドーを含む航空機コリドーの間で航空機によっ
て引き起こされた後方乱気流が移動することがある領域全体を示すことががある。
【００１５】
　下の表は、チャープ式ＳＯＤＡＲが、航空機後方乱気流測定システムの要件を満たすこ
とができる技術であることを示す。ＬＩＤＡＲ又はＲＡＤＡＲソリューションは、分解能
と更新レートの制限により、表に示された性能レベルに近いレベルを達成できない。表中
の更新レートは重要である。何故なら、アパーチャ内の乱気流が明確で航空機間隔を最適
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化できることを確実にするには十分な時間分解能が必要になるためである。
【００１６】
【表１】

【００１７】
　今日までのほとんどの研究は、航空機後流渦軌跡を測定し、次にこの挙動のモデルを開
発しようとすることに集中してきた。これは、後流渦挙動を表現するために必要な多くの
パラメータが、極めて変化しやすく、実際に得ることが困難か不可能であるため成功して
いない。
【００１８】
　後流渦問題は、多数のパラメータが関係するので全く複雑である。様々な運用シナリオ
を除いても、問題は、渦を生成する航空機、渦に遭遇する航空機及びそれらの間に介在す
る大気によって導入されるパラメータを含む。渦は、最初に、重量、翼幅、速度、フラッ
プ及びスポイラ設定、地面までの近さ、エンジン推進力、揚力分布等を含む、渦を生成す
る航空機のパラメータによって特徴付けられる。遭遇（安全又は危険）は、速度、翼幅、
ロール制御権限、飛行フェーズ等を含む、後続航空機のパラメータによって特徴付けられ
る。また、風、横風、大気安定度、バックグラウンド大気乱気流等を含む気象変数は、ど
れだけ長い間渦が危険な状態にあるかを決定するのに大きな役割を果たす。
【００１９】
　空港に到着する航空機と空港から離陸する航空機の現在の分離時間は、乱気流遭遇を最
小にするために慎重に設定されてきた。この設定は、一般に慎重であり、コリドー内で後
方乱気流の位置又は強さを実際に測定することなく、分離時間内に乱気流が消滅するか又
は離陸又は到着コリドーから移動したとの推定に依存する。
【００２０】
　本出願人は、先行航空機からの後方乱気流が、進入又は離陸コリドー内で安全閾値まで
減少するのにかかる時間の長さを実時間で決定することができれば、到着及び離陸時の航
空機分離時間を短くできる可能性が高いと認識する。航空機後方乱気流の安全閾値の決定
は、航空機によって許容できる乱気流レベルが異なるので、比較的複雑である。更に、こ
の決定は、極めて変化しやすい通常又はバックグラウンド大気乱流の存在によって複雑に
なることがある。従って、実際の安全乱気流閾値を正確に測定するには、大気バックグラ
ウンド乱流の状態の予備的知識も必要とする。航空機後方乱気流の安全閾値を実時間で決
定することによって、空港設備の能力と利用率を高めるだけでなく、安全性が改善される
ことがある。
【００２１】
　本発明の方法及びシステムは、アパーチャ内で航空機によって生成又は誘起された乱気
流を含むアパーチャ内の大気乱流を測定して、アパーチャ内の乱気流の様々なタイプと、
航空機によって生成又は誘起された乱気流がアパーチャ内で設定又は安全レベル又は閾値
以下に低下するのにかかる時間である消滅時間を決定する。消滅時間が実時間で測定され
る場合は、後続航空機がアパーチャを通過するのに安全又は最適な間隔時間を決定するた
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めに適切な安全性又は時間バッファ又は余裕を適用してもよい。
【００２２】
　先行技術として示された特許文書又は他の物に対する本明細書における参照は、その文
書又は物が既知であること、又はそれに含まれる情報が、いずれかのクレームの優先日に
一般知識の一部であったことを是認又は示唆するものとして解釈されるべきでない。
【００２３】
　本明細書（クレームを含む）において用語「含む」が使用される場合は、述べた特徴、
完全体（integer）整数、段階又は構成要素の存在を指定するが、１以上の他の特徴、完
全体、段階、構成要素又はそれらのグループの存在を除外しないと解釈されるべきである
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００２４】
【特許文献１】ＵＳ３６７１９２７
【特許文献２】ＵＳ７２８４４２１（発明の名称：Detection of wake vortices and the
 like）
【特許文献３】ＵＳ７７０３３１９（発明の名称：Characterisation of Aircraft Wake 
Vortices）
【特許文献４】ＵＳ６７５５０８０（発明の名称：Acoustic Sounding）
【特許文献５】ＵＳ７３１７６５９（発明の名称：Measurement of the Air Characteris
tics of the Lower Atmosphere）
【特許文献６】ＵＳ７１７８４０８（発明の名称：SODAR Sounding of the Lower Atmosp
here）
【非特許文献】
【００２５】
【非特許文献１】http://www.sesarju.eu/
【非特許文献２】http://www.faa.gov/nextgen/
【非特許文献３】http://www.icao.int/sustainability/Pages/ASBU-Framework.aspx
【非特許文献４】http://ntl.bts.qov/lib/33000/33700/33701/WakeNet3_Europe_March20
10_Sensor_Vol_pe.pdf
【非特許文献５】http://ntl.bts.qov/lib/46000/46000/46025/Bumham_CharacteristicsW
ake_VortexTrackinq.pdf
【非特許文献６】"Doppler Acoustic Vortex Sensing System by R.P.McConville" http:
//www.dtic.mil/dtic/tr/fulltext/u2/a062026.pdt
【非特許文献７】"Introduction to Radar Systems, Third Edition, by Merrill I.Skol
nik, McGraw Hill, 2001, ISBN 0-07-118189-X"
【非特許文献８】http://www.transportresearch.info/Upload/Documents/201208/201208
07_184001_312_2_ATC_Wake%20D2_12.pdf
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【００２６】
　本発明の一の態様によれば、空港周辺の航空機進入又は離陸コリドーと関連付けられた
アパーチャ内の航空機によって引き起こされた後方乱気流を含む大気乱流及び／又はウィ
ンドシアを検出する方法が提供され、方法は、パルス圧縮に適した波形を有する音響信号
をアパーチャ内に送信する段階と、大気乱流及び／又はウィンドシアからの音響信号の後
方散乱音響エコーを受信する段階と、音響エコーを整合フィルタ受信機内で処理して大気
乱流の測定を行う段階と、航空機によって引き起こされた後方乱気流を識別して、航空機
によって引き起こされた後方乱気流及び／又はウィンドシアが少なくともアパーチャ内に
おいて設定閾値より低くなるまでにかかる時間である消滅時間を決定する段階とを含む。
【００２７】
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　好ましくは、音響信号は、レンジ誤差を減少させ及び／又は分解能を最適化するために
少なくとも１ｋＨｚ／秒の周波数変動率のチャープを含む。好ましい一実施形態では、複
数の音響信号が、複数の送信機アンテナによって送信されうる。アパーチャの許容できる
カバー範囲を得るために、実質的に航空機進入又は離陸コリドーを横切って複数の送信機
アンテナが配置されてもよい。複数の音響信号は、実質的に同じ周波数で送信され、正及
び負チャープを含んでもよい。別の好ましい実施形態では、複数の音響信号が、同じ周波
数で送信され、正及び負チャープを含んでいてもよい。
【００２８】
　後方散乱された音響エコーが、複数の受信機アンテナによって受信されてもよい。アパ
ーチャの許容できるカバー範囲を得るために、実質的に航空機進入又は離陸コリドーを横
切って複数の受信機アンテナが配置されてもよい。
【００２９】
　処理する段階は、整合フィルタ受信機をエミュレートして複数の受信機アンテナによっ
て受信した後方散乱音響エコーの大きさを決定することを含んでもよく、この大きさは、
アパーチャ内の乱気流及び／又はウィンドシアのレベルを示す。方法は、航空機によって
引き起こされた後方乱気流と、航空機によって引き起こされた後方乱気流以外のバックグ
ラウンド大気乱流とを識別又は区別することを含んでもよい。方法は、更に、各受信機ア
ンテナからの振幅を比較して乱気流及び／又はウィンドシアの水平位置を確定する段階を
含んでもよい。
【００３０】
　実質的に航空機進入又は離陸コリドー全体に沿って消滅時間が計算されてもよい。方法
は、ウィンドプロファイルから推定乱流消滅時間を導出し、推定消滅時間プロファイルを
、１以上のアパーチャにおいて得られた実際の乱流消滅時間で補正する段階を含んでもよ
い。
【００３１】
　補正する段階は、１個又は複数のアパーチャから得られた実際の消滅時間を測定された
ウィンドプロファイルと共に使用して航空機進入又は離陸コリドーに沿って補間を適用し
、航空機進入又は離陸コリドーに沿った実際の航空機後方乱気流消滅時間を得てもよい。
航空機間隔時間を得るために、安全マージンが消滅時間に加えられてもよい。好ましくは
、閾値は、後続航空機がアパーチャ内を通過することが比較的安全になるように設定され
る。
【００３２】
　本発明の更に他の様相によれば、空港周辺の航空機進入又は離陸コリドーと関連付けら
れたアパーチャ内の航空機によって引き起こされた後方乱気流を含む大気乱流及び／又は
ウィンドシアを検出するシステムが提供され、システムは、パルス圧縮に適した波形を有
する音響信号をアパーチャ内に送信する少なくとも１個の送信機アンテナと、大気乱流及
び／又はウィンドシアからの音響信号の後方散乱音響エコーを受信する少なくとも１個の
受信機アンテナと、音響エコーを処理して大気乱流の大きさ（measure）を提供する整合
フィルタ受信機と、航空機によって引き起こされた後方乱気流を区別して、航空機後方乱
気流及び／又はウィンドシアが少なくともアパーチャ内で設定閾値より低下するのにかか
る時間である消滅時間を決定する手段とを含む。
【図面の簡単な説明】
【００３３】
【図１】空港周辺の進入又は離陸コリドーに沿ったアパーチャ内の航空機後方乱気流の存
在を決定する一般的な音響チャープシステムを示す図である。
【図２】中で乱気流が測定されるアパーチャに対する別個の送信機及び受信機アンテナの
配列を示す図である。
【図３】順方向の送信チャープ信号と受信エコー信号を示す図である。
【図４】逆方向の送信チャープ信号と受信エコー信号を示す図である。
【図５】複数の同時に送信された順方向のチャープ信号と受信エコー信号を示す図である
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。
【図６】異なる時間における１個の受信機チャネルについての乱気流から後方散乱された
信号を示す図である。
【図７】空港滑走路近くの進入又は離陸コリドーをコリドー内のアパーチャと共に示す図
である。
【図８】乱気流が比較的低いときで且つ航空機によって引き起こされた後方乱気流以外の
バックグラウンド大気乱流だけに起因する、２０送信機及び受信機によって測定された乱
気流を表す図である。
【図９】乱気流が比較的高いときで且つ航空機によって引き起こされた後方乱気流に起因
する、２０送信機及び受信機によって測定された乱気流を表す図である。
【図１０】滑走路コリドー、及びコリドーに沿ったウィンドプロファイルと乱流消滅時間
を示す図であり、乱流消滅時間が、ウィンドプロファイルと共に得られる。
【図１１】高効率で良好なアイソレーションで比較的サイドローブが低いビームを提供す
る改善された送信機及び受信機音響アンテナ構造を示す図である。
【図１２】送信機及び受信機アンテナの変更された構成を示す図であり、送信機と受信機
アンテナは同じ物理装置を備える。
【図１３】乱流消滅時間から航空機間隔を導出するプロセスを示す図である。
【図１４】滑走路に対して測定されるアパーチャを示す図である。
【図１５】図１２のコンピュータ１１の要素を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００３４】
　次に、本発明の好ましい実施形態を添付図面を参照して説明する。
【００３５】
　本発明は、空港周辺の航空機到着又は離陸コリドーのアパーチャ又はセクション内で航
空機によって引き起こされた後方乱気流及び／又はウィンドシアを検出する改善された方
法及びシステムを提供することができる。本発明は、アパーチャ内の様々なタイプのバッ
クグラウンド大気及び航空機によって引き起こされた後方乱気流の存在を確実に検出する
ことができる。これは、音響チャープ信号ビームを繰り返し送信し、受信された即ち後方
散乱した音響エコー信号の振幅を繰り返し測定して、後方乱気流がアパーチャ内にあるこ
とを確認することによって行われる。後方散乱音響エコー技術は、全ての気象条件で様々
なタイプの航空機後方乱気流を検出することができる。
【００３６】
　実時間での乱気流の探索のためのアパーチャの十分なカバー範囲を得るために、幾つか
の送信機と受信機を使用してアパーチャをカバーしてもよい。ビームが実質的に垂直に向
けられた状態で幾つかのチャープ信号送信機と受信機を使用することによって、飛行経路
コリドーに対して垂直のアパーチャがカバーされて、単一ビームを走査する必要性や合成
アパーチャを構成する必要性がなくなる。そのような構成は、アパーチャ全体に亘って読
取値を得るためにかかる時間を最小にすることによって、飛行経路コリドーのアパーチャ
内の後方乱気流を検出できる確率を大幅に改善できる。
【００３７】
　この手法の利点は、送信機からの乱気流の距離の大きさを得ることができ、アパーチャ
内で乱気流の位置を突き止めることができることである。乱気流の位置が突き止められて
そのレベルが決定された後、乱気流の繰り返し測定を使用して、航空機がアパーチャ内を
通った後で乱気流が安全又は設定閾値より下がる時間が測定できる。システムが、乱気流
を測定するように適応されるので、乱気流がないことは、アパーチャが後続航空機にとっ
て安全であることを示しているであろう。
【００３８】
　一連の受信機に亘って受信された信号の振幅を使用して、最も激しい乱気流の水平位置
を決定することができる。各送信機に使用される音響チャープ信号は、単一周波数帯を含
んでもよい。或いは、異なる周波数帯を各送信機のために使用して、乱気流の位置の水平
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方向の識別力を高めてもよい。利用可能な周波数帯の数は、周波数が増大するチャープと
周波数が減少するチャープが使用される場合に２倍になりうる。水平位置が分かっている
場合、乱気流を水平方向に追跡して、乱気流が安全又は設定閾値よりいつ低下するかに関
する追加情報を提供することができる。
【００３９】
　乱気流の強さは、戻り信号の振幅と直接関連付けられる。即ち、航空機が通った後で乱
気流が安全又は設定レベル又は閾値まで低下するのにかかる時間を測定することにより、
消滅時間の比較的正しい測定が提供されうる。閾値レベルは、大気乱流のレベルに応じて
調整する必要があるであろう。消滅時間、即ち乱気流が設定閾値まで低下するのにかかる
時間は、極めて変化しやすく、航空機タイプ、フラップ設定、重量、横風、及び大気乱流
等に依存するであろう。そのような変化し易さは、乱流消滅時間についての信頼性の高い
値を得るために実時間測定が必要であることを意味する。
【００４０】
　飛行コリドーのアパーチャ内の乱流消滅時間を、補間によって、進入又は離陸コリドー
に沿った風プロファイル情報と組み合わせて、乱気流がコリドー全体から出るのにかかる
時間を推定することができる。横風は、後方乱気流が進入又は離陸コリドーを出るのにか
かる時間を決定するであろう。風は高度によって変化するので、乱流消滅時間も進入又は
離陸コリドーに沿って変化する。乱気流がコリドーから出る時間の推定を改善するために
、進入又は離陸コリドーに沿って追加のアパーチャが追加してもよい。
【００４１】
　図１は、空港周辺の進入又は離陸コリドー内の航空機後方乱気流の存在を決定する一般
的な音響チャープシステムを示す。このシステムは、コンピュータ１０、コンピュータ１
０に取り付けられたサウンドカード１５、パワーアンプ２０、複数の送信機アンテナ２５
、複数の受信機アンテナ３０、及び関連した受信機前置増幅器３５を備える。コンピュー
タ１０は、パルス圧縮波形を有するチャープ信号を生成し、このチャープ信号はサウンド
カード１５に送られ、次いでオーディオパワーアンプ２０と送信機アンテナ２５に送られ
る。
【００４２】
　各送信機アンテナ２５は、音響送信機ビーム２６を発生し、各受信機アンテナ３０は、
受信機ローブパターン３１を有する。各送信機アンテナ２５は、両側に受信機アンテナ３
０を有し、図２に示されたようなアパーチャ６０の一部分をカバーする、それによりコリ
ドー全体が、幾つかの送信機及び受信機アンテナを用いてカバーされうる。
【００４３】
　各送信機アンテナ２５は、周波数が同一でも異なっていてもよい音響チャープ信号を放
射する。各送信機アンテナ２５のビーム２６と、各受信機アンテナ３０のローブパターン
３１とは、図１に示されたように重なって、送信機受信機対についての送信機ビーム２６
と等しいカバー領域を提供する。航空機によって引き起こされた後方乱気流によって後方
散乱されたチャープ信号は、受信機アンテナ３０の受信機ローブパターン３１によって捉
えられ、受信機前置増幅器３５、サウンドカード１５、そして整合フィルタ受信機が実装
されたコンピュータ１０（図１５を参照）に渡されて、後方乱気流の大きさが得られる。
【００４４】
　後方乱気流は、アパーチャ６０内を通る航空機の翼によって作られ、様々な受信機ビー
ム３１に現われて、比較的高い乱気流（例えば、図９の２０５）の概略水平位置を決定す
ることができる。高い乱気流が、吹く風によって消滅するかアパーチャ６０から出てしま
えば、比較的低い乱気流（例えば、図８の１８５）は、後続航空機にとって危険ではない
であろう。アパーチャ６０の寸法は、空港滑走路に対するアパーチャの位置に依存する。
【００４５】
　図２は、送信機アンテナ２５と受信機アンテナ３０とアパーチャ６０の間の一般的関係
を示す。アパーチャ６０は、高さ４５と幅４１を有し、通常、地面４０の上方にある。送
信機アンテナ２５と受信機アンテナ３０は、アパーチャ６０の適切なカバー範囲を提供す
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るためにアパーチャ６０の下に配置される。より大きいアパーチャ６０は、より多数の送
信機及び受信機アンテナ５５を矢印方向５０に追加することによってカバーされうる。
【００４６】
　図３は、アパーチャ６０から受信したチャープ信号の順方向送信チャープ信号７５とエ
コー信号８０を示す。順方向チャープ信号７５は、例えば１０００Ｈｚの周波数範囲６５
を有し、例えば１秒の時間区分７０に亘って増大して、１０００Ｈｚ／秒のチャープレー
トを生成する。様々なチャープパラメータを使用できるが、チャープレートは、レンジ誤
差を回避し及び／又は分解能を最適化するために十分に高くなければならない。チャープ
７５が送信された後、エコー信号８０がアパーチャ６０から受信される。
【００４７】
　図４は、逆方向送信チャープ信号９５と、アパーチャ６０から受信したエコー信号１０
０を示す。逆方向チャープ信号９５は、例えば１０００Ｈｚの周波数レンジ８５を有し、
例えば１秒の時間区分９０に亘って減少する。チャープ９５が送信された後でアパーチャ
６０からエコー信号１００が受信される。
【００４８】
　図５は、複数の同時に送信された順方向送信チャープ信号９５と、アパーチャ６０から
受信したエコー信号１２０を示す。各順方向チャープ信号１１５は、周波数範囲１０５を
有し、時間区分１１０に亘って増大する。チャープ信号１１５が送信された後でアパーチ
ャ６０からエコー信号１２０が受信される。
【００４９】
　図６は、図１５に関して後述されるような、コンピュータ１０に実装された１個の整合
フィルタ受信機で処理した後の１個の受信機チャネルについての後方散乱信号１３５ａ、
１３５ｂ及び１３５ｃを示す。信号１３５ａ、ｂ，ｃは、送信機アンテナ２５のビーム２
６内の乱気流から後方散乱される。地面からの乱気流の高度は、高度スケール１２５によ
って表わされ、アパーチャ下部１２６は地面から高度５０ｍにあり、アパーチャ上部１２
７は地面から１００ｍにある。乱気流の振幅は、乱気流レベルスケール１３０によって表
わされ、乱気流閾値１３１は４０である。乱気流の測定値１３５ａ，ｂ，ｃはそれぞれ、
航空機が通過した４９、５６及び６３秒後における値が示される。最初の２個の乱気流測
定値１３５ａ及び１３５ｂは、アパーチャ１２６の下部より上にあり且つ航空機によって
引き起こされた後方乱気流による、閾値１３１を超える高い乱気流を有する。第３の乱気
流測定値１３５ｃは、アパーチャ１２６の下部より下にあり且つ航空機によって引き起こ
された後方乱気流以外の大気のバックグラウンド乱流レベルによる乱気流を有する。乱気
流１３５ｃは、乱気流閾値１３１より上にあるが、乱気流は、アパーチャ１２６の下部よ
り下である。この場合、アパーチャ内の乱気流は、６３秒後に安全閾値１３１より低い値
となって消滅した。
【００５０】
　図７は、地上１４５に対する空港滑走路１４０、進入又は離陸コリドー１５０、及びコ
リドー１５０に沿ったアパーチャ１５５及び１６０を示す。送信機及び受信機アレイ１６
５及び１７０はそれぞれ、アパーチャ１５５及び１６０の下に配置される。
【００５１】
　図８は、航空機によって引き起こされた乱気流がなく且つ航空機によって引き起こされ
た後方乱気流以外のバックグラウンド大気乱流だけがあるアパーチャ内の比較的低い乱気
流を示す。アパーチャの幅１８０は１００ｍであり、滑走路センターラインを中心にして
プラス及びマイナス方向に５０ｍである。アパーチャの高さ１７５は、地上より５０～１
００ｍである。乱気流グレースケール１９０は、アパーチャ内の乱気流１８５の０～１０
０のレベルを示す。グレースケールが明るいほど乱気流のレベルが低いことを表す。
【００５２】
　図９は、航空機によって引き起こされた乱気流が存在するアパーチャ内の比較的高い乱
気流を示す。アパーチャの幅２００は１００ｍであり、滑走路センターラインを中心にし
てプラス及びマイナス方向に５０ｍである。アパーチャの高さ１９５は、地上より５０～
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１００ｍである。乱気流グレースケール２１０は、アパーチャ内の乱気流２０５のレベル
を示す。グレースケールが濃いほど乱気流のレベルが高いことを表す。例えば、グレース
ケール上の乱気流レベル８０に遭遇すると、航空機に４５度を超える厳しいロールが生じ
るであろう。これと対照的に、設定閾値又はレベル（４０）の乱気流に遭遇してもほとん
ど気づかないであろう。
【００５３】
　乱気流が図９に示されたレベルから図８に示されたレベルまで減少するのにかかる時間
が、乱流消滅時間である。乱流が、図８に示されたレベルまで減少した後は、別の航空機
が進入又は離陸コリドー上のアパーチャを通過することは安全である。乱流消滅時間は、
ＡＣＡＲＳ等の既存のシステムによって他の航空機に同報通信されてもよく、従来の通信
手段によって航空交通管制システムに直接送信されてもよい。
【００５４】
　図１０ａ～図１０ｃは、滑走路コリドー、及びコリドーに沿った関連するウィンドプロ
ファイルと関連する乱流消滅時間を示し、乱流消滅時間は、ウィンドプロファイルと関連
して得られる。図１０ａは、地上２２０、進入又は離陸端から見た滑走路２２５、進入又
は離陸コリドー２４５、地上からの高度２３０、コリドー２４５内の異なる高度にある２
個のアパーチャ２５０，２５１を示す。図１０ｂは、滑走路２２５を横切る方向の風速２
３５の高度２３０に対する変化を含むウィンドプロファイル２６５を示す。後方乱気流の
消滅時間は、横風２６５がアパーチャ２５０，２５１から後方乱気流２０５を追い出すの
にかかる時間であると考えられる。
【００５５】
　図１０ｃを参照すると、後方乱流消滅時間２４０の推定プロファイル２７０が、アパー
チャ幅４１（図２を参照）を横風速度２６５で割ることによって得られる。乱流消滅時間
が、横風以外の因子によって左右されることがあるので、図１０ｃに示された後方乱流消
滅時間の推定プロファイル２７０は、実際の乱流消滅時間の測定値を得ることによって修
正されなければならない。これは、アパーチャ２５０，２５１から実際の消滅時間測定値
が得られる高度における推定消滅時間２７０を補正することにより行うことができる。即
ち、推定消滅時間２５５，２６０を実際の消滅時間２８０，２８５に変換することによっ
て行うことができる。次に、推定消滅時間２７０と新しい値２８０及び２８５を使用した
補間によって、実際の消滅時間２７５の完全プロファイルを得ることができる。
【００５６】
　図１１は、比較的効率が高く、サイドローブレベルが低く、アイソレーションが優れて
いるという特性を有する高性能アンテナ構造体の断面図を示し、これらの特性は、乱気流
の正確な測定に役立つ。そのようなアンテナ構造は、送信機と受信機の両方に使用されう
る。アンテナ構造は、地面２８５に配置され、垂直方向に向けられうる。アンテナ構造体
は、基部２９０によって地面２８５に保持されうる。アンテナ構造体の側壁は、円形又は
四角形とし、５０ｍｍの空気によって分離されたＨＤＰＥ８ｍｍ厚プラスチックの層２９
５及び３００から作ることができる。内側には、２個の外側部分の縁を越える音波の回折
を最小にするために、比較的高品質のＵＶ安定化吸音発泡材３０５が、２個の外側層の縁
よりも上方に広がっていてもよい。オフセット放物面反射器３１０は、直径１．２ｍの衛
星アンテナタイプＰｒｏｄｅｌｉｎシリーズ１１２３を含んでいてもよい。ドライバ３１
５は、４０度ホーン３２０が取り付けられたＢＭＳオーディオタイプ４５９１を含んでい
てもよい。ホーン３２０は、最適な効率と比較的低いサイドローブレベルを保証するため
に放物面反射器３１０の適正な照射を提供することができる。
【００５７】
　図１２は、送信機及び受信機アンテナの変形された構成を示し、送信機と受信機アンテ
ナは、ビーム形状４１０をそれぞれ有する同じアンテナ装置４０５を備える。切換スイッ
チ４００は、コンピュータ１１によって操作されてもよく、それによりチャープパルス信
号が送信されている間に、スイッチ４００がアンテナ４０５を送信機増幅器２１に接続す
る。送信パルスの終わりに、スイッチ４００が切り換えられて、アンテナ４０５が受信機
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前置増幅器３５に接続される。この構成は、アンテナ４０５の数を半分にすることができ
るが、送信機増幅器２１がアンテナ４０５に接続されている間の測定について最小レンジ
も設定する。最小レンジは、送信チャープのパルス幅と音速の半分を掛けたものである。
【００５８】
　図１３は、航空機がアパーチャを通過した後でアパーチャ内の乱気流が設定閾値より低
くなるまでの時間を測定するプロセスの例を示す。時間軸５００は、航空機がアパーチャ
を通過するときのゼロから始まり、乱気流軸５０５は、乱気流の繰り返し測定から得られ
た乱気流５２０の実際のレベルを示す。レベル５１５は、設定乱気流閾値（４０）であり
、このレベルより低ければ、別の航空機がアパーチャを通過するのは安全であろう。航空
機によって引き起こされた乱気流５２０は、最初に、バックグラウンド乱流レベル５１０
を超え、最終的にある時間期間後にそのレベルに戻る。大気バックグラウンド乱流は時間
と共に大きく変化するので、現在の大気乱流５１０を確定するためにバックグラウンド乱
流レベルの移動平均が必要とされ、その現在の大気乱流５１０から、大気乱流５１０にマ
ージン５３０を加えることによって、航空機によって引き起こされた後方乱気流の適正レ
ベル（５１５）を識別又は取得できる。時間０に航空機がアパーチャを通過してから乱気
流が設定閾値より低下するまでの時間期間が乱流消滅時間５２５である。乱流消滅時間５
２５に安全マージン５２６を加えることによって、航空機間隔時間５２７を得ることがで
きる。
【００５９】
　図１４は、アパーチャが滑走路６００に対してどのように測定されるかを示す。滑走路
６００は、アパーチャ幅６２０を計算する基礎となる。滑走路６１０からのアパーチャの
距離に０．０３を掛けてサイドマージン６０５を得ることができる。サイドマージン６０
５を滑走路幅６１５に加えてアパーチャ幅６２０を得ることができる。地面６３５からの
アパーチャの下側の高度６３０は、無障害物表面として知られ、各滑走路進入に固有であ
る。アパーチャの高度６４０は、アパーチャの位置における航空機進入路の高度である。
【００６０】
　図１５は、図２のコンピュータ１１の要素を示す。コンピュータ１１は、ｆｏやｔ（ｄ
ｆ／ｄｔ）（チャープレート）等のチャープパラメータ入力７００を有する。デジタル生
成されたチャープ７３０は、サウンドカード１６内のＤ／Ａコンバータに加えられて、パ
ワーアンプ２１に加えられるアナログチャープ信号７３５を生成する。受信したアナログ
エコー信号は、前置増幅器３５に加えられて、次にサウンドカード１６内のＡＤコンバー
タに加えられて、デジタル出力７４０を生成する。デジタル出力７４０は、整合フィルタ
受信機７２５に加えられる。整合フィルタ受信機７２５は、２個の構成要素、即ち、整合
フィルタ７１５に加えられる対象周波数範囲を選択する入力ＦＩＲデジタルフィルタ７１
０を有する。整合フィルタ７１５は、周波数領域内で動作して、受信されフィルタリング
されたデジタル信号７４５が、周波数領域内で送信チャープの逆関数（inverse）７６０
と掛けられた（７５５）後で、逆ＦＦＴ７５０から受信信号の大きさ出力７２０が得られ
る。大きさ出力７２０は、大気中の乱流レベルを直接示すものでもよく、大気乱流データ
５１０と実際の乱流レベル５２０とを提供するために使用されてもよい（図１３を参照）
。
【００６１】
　最後に、本発明の趣旨又は範囲から逸脱することなく、前述した部分の構成及び配置に
様々な変更、修正及び／又は追加を導入することができることを理解されたい。
【符号の説明】
【００６２】
１０　コンピュータ
１５　サウンドカード
２０　パワーアンプ
２５　送信機アンテナ
３０　受信機アンテナ
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１４０　空港滑走路
１４５　地上
１５０　進入又は離陸コリドー
１５５，１６０　アパーチャ
１６５　送信機アレイ
１７０　受信機アレイ
２０５　後方乱気流

【図１】 【図２】
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【図３】

【図４】

【図５】

【図６】 【図７】
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【図８】 【図９】

【図１０】 【図１１】
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【図１２】 【図１３】

【図１４】 【図１５】
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